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令和３年９月 

全法連『令和４年度税制改正提言』 を決議 

 ～コロナ禍の影響を受ける中小企業に実効性のある対策を～ 

中小企業を中心として全国約７５万社の会員企業で構成される“経営者の団体”『公益

財団法人 全国法人会総連合』（略称：全法連。小林栄三会長＝伊藤忠商事㈱名誉理事）は、

９月２１日(火)開催の理事会において、「令和４年度税制改正に関する提言」を決議しまし

た。 

 全法連は、地域経済と雇用の担い手である中小企業が、長期にわたってコロナ禍の影響

を直接的に受け限界に達していることから、税財政や金融面からの実効性のある対策が急

務であることを求めています。一方で、膨大なコロナ対策費は、先進諸国においても財政

を悪化させましたが、日本とは違い、米国、英国、ドイツ等では償還財源を含めた大枠の

返済計画を示し始めています。我が国は先進国で最速のスピードで少子高齢化が進み、か

つ人口が減少するという極めて深刻な構造問題を抱えています。このため、将来世代に負

担を先送りしないよう、財政健全化に取組むこと、持続可能な社会保障制度の構築、国・

地方を通じて徹底した行財政改革の推進等を提言しています。 

 今後、この提言に基づき、全法連は､政府・政党に提言活動を行うとともに、各地の法人

会からは、それぞれの自治体に対して、地方税や行財政改革の徹底等を求めていきます。 

 

令和４年度税制改正提言書（全文）は、以下のアドレスからダウンロードできます。  

http://www.zenkokuhojinkai.or.jp/activity/suggest.html 

 

 

令和４年度税制改正スローガン  
 

○ポストコロナの経済再生と財政健全化を目指し、  

税財政改革の実現を！  

 

○適正な負担と給付の重点化・効率化で、  

持続可能な社会保障制度の確立を！  

 

○コロナの影響はまだ残る。  

深刻な打撃を受ける中小企業に、実効性のある対策を！  

 

○中小企業にとって事業承継は重要な課題。  

本格的な事業承継税制の創設を！  

http://www.zenkokuhojinkai.or.jp/activity/suggest.html

